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は じ め に 

 

交通事故死傷者数の減少には、「人」、｢道路交通環境｣、「車両」からの効果的な対策を積

極的に実施する必要があり、特に「人」については、未だに交通事故要因の多くを占めて

いることから、対策の推進が強く求められています。 

このうち、重要な部分を占める運転者教育については、これまでも充実強化の必要性につ

いて各方面から指摘されており、各種の行政機関、団体、企業、教育機関等において、安

全運転についての様々な対策が進められているところです。 

本調査研究は、運転者の属性を考慮した教育手法の可能性等を探るものです。そのため、

大規模な運転者管理データを使った交通事故分析を効率的に行うシステムを開発し、事故

条件や免許条件をもとにデータベースを構築し、蓄積されたデータを自由に抽出して集計

分析を行なえるようにしました。 

このシステムを使って試行的な分析を行なったところ、事故多発者・違反累犯者が存在す

ること、また、事故・違反及び事故歴･違反歴によって運転者をいくつかのグループに分類

できる可能性があること等がわかりました。 

本報告書は、これらの調査研究の結果をまとめたものであり、運転者教育の向上を図るた

めの基礎資料として活用いただければ幸いです。 

本調査研究にご参加くださり、ご指導いただいた委員の皆様並びにご協力いただいた関係

各位に深く感謝の意を表します。 

 

平成２０年３月 

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 

理 事 長  小 林 武 仁 
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1 概要 
１．１ 目的 
 運転者数が増加する中で、交通事故件数、交通事故死傷者数を減少させるためには、効果的な

運転者教育が必要と考えられる。特に、運転者の多様化が進む中では、運転者教育の内容にも運

転者の属性に応じた多様性が求められている。 
一方、コンピュータ技術の進展により、大規模データの効率的な処理が可能となっており、8

千万人の運転免許保有者に関する事故歴や違反歴を考慮した分析を行うことで、従来にない教育

の可能性も生れており、運転者データ及び交通事故統計データを統合して、上記に示すような運

転者教育を支援するための分析システムの有用性は高いが、現在、そのようなシステムは開発さ

れていない。 
 
 本調査研究は、事故歴や違反歴を考慮した運転者教育のための分析システムの開発と、開発シ

ステムを利用した分析に基づく交通安全教育の検討という２つ観点から作業を行なう。 
 
１．２ 作業計画 
 本調査研究では、以下のような観点から作業を進めた。 
 
（１）分析システムの仕様検討 
昨年度の調査研究では、全国約８千万の運転免許保有者全体から抽出した約 0.1%分のデータを

対象として、運転者の事故歴や違反歴に着目した分析を行った。0.1%の抽出データを対象とした

理由は、分析に利用する汎用表計算ソフトウェアの処理可能データ量が制約条件となったからで

ある。しかし、一般運転者から抽出された 0.1%の抽出データの中には、事故や違反を経験した者

は少なく、事故や違反に着目した詳細な分析を行うためには、より大規模なデータを対象とする

か、あるいは、分析の目的に応じて、データを抽出できるシステムが必要とる。 
そこで、前述のようなシステム開発の第１段階として、運転者の事故歴や運転者データの持つ

交通違反歴を効率的に分析するシステムに必要な機能、システム仕様の検討を行なうこととした。 
 
（２）分析システムの開発 
システム仕様の検討結果に基づいてシステム開発を行なった。システムは、開発費用を抑える

ために、財団法人交通事故総合分析センターにあるコンピュータシステムの一部として開発する

こととした。 
既存のハードウェアと専用集計ソフトウェアの利用を前提としたことで、システム仕様として

検討された結果の一部の機能については実現できない可能性も生じたが、これについては、優先

順位をつけて対応することとした。 
また、このような大規模データを対象としたシステムでは、想定していない原因による不都合

も予想されることから、システムのデバッグにも時間をかけることとした。 
 
（３）開発システムを利用した分析 
開発システムの機能確認も兼ねて、様々な観点からの分析を行った。 
分析は、運転者の事故歴や違反歴に着目するものとし、昨年度は十分な分析ができなかった事

故経験者、違反経験者を対象とした分析を中心に行うこととした。 
特に、データ抽出の機能の一つとしての事故類型や事故発生場所に着目した分析を行うことで、
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道路形状や道路交通環境と運転者の事故歴や違反歴等の運転者の経時的属性の関係の分析も試み

ることとした。 
 
（４）開発システムを利用した運転者教育手法の検討 

運転行動の結果としての事故歴や違反歴を考慮することで、従来の交通事故分析では、事故発

生時のものしか捉えることができなかった運転者属性を、長期的・継続的な特性として把握する

ことが可能となる。 
特に、事故や違反経験者については、再発性の強い者と、偶然に事故や違反を犯した者を区別

することが可能となる。つまり、安全意識の高揚や注意喚起による教育で効果が期待できる運転

者と、具体的な内容の教育によって運転方法や運転行動を修正する必要のある運転者を区別する

ことで、運転者教育の効果を上げることが可能となる。 
また、顕在化した事故や違反の背景にある共通要因（潜在要因）を抽出することができれば、

顕在化した事故類型や検挙された違反種別に拘ることなく、運転者が持つ問題要因に直接働きか

ける教育が可能と考えられる。 
そこで、このような教育の前提となる運転者の分類を、事故歴や違反歴に基づいて行う手法に

ついて検討した。 
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２ 分析システムの仕様検討 
２．１ システムの概要 
（１） 基本コンセプト１～運転者の事故歴･違反歴の詳細分析が可能 

運転者データは、交通事故統計データと同様に、基本データと付加的なデータから構成される

が、付加的なデータの件数は交通事故統計データよりも多い。このため、違反回数の多寡に関わ

らずに、同じようなデータ処理が行えることが必要となる。 
また、人単位の運転者データと、事故単位の交通事故統計データを、有機的に統合できること

が求められる。 
 

（２） 基本コンセプト２～２つのレベルでの分析 
小規模データベースであれば、試行錯誤を伴う分析であっても、直接、全データを対象に分析

することが可能である。しかし、大規模データベースを対象に、個別データの数値処理を伴う分

析等を、試行錯誤を繰り返して実施することは、時間がかかり非効率的、非実用的となる。 
そこで、開発システムでは、分析の効率化を図るため、以下に示すサンプルデータ分析と全数

データ分析という２つのレベル（段階）での分析を可能なものとする。 
なお、傾向分析であればサンプルデータ分析だけで十分な場合、また、単純な集計条件の変更

であればサンプルデータ分析を省略して、直接、全数データ分析を行う場合も想定して、システ

ムを構築する。 
① サンプルデータ分析  
傾向分析や問題点の抽出、分析手法の検討のために、暫定ミニデータベース（運転免許保有者

の一部を対象に、関連する全データ項目を統合）を構築して行う分析。 
分析は汎用の集計ソフトで行うため、分析作業の自由度は高いが処理効率は低い。 
② 全数データ分析 
全運転免許保有者を対象とした集計や該当する条件の全運転者を対象とした集計のために、一

時データベース（全運転免許保有者を対象に、必要なデータ項目（中間データを含む）を統合）

を構築して行う分析。 
分析は専用ソフトで行うため、処理効率が高い。 

 
（３） 基本コンセプト３～従来の分析システムと同等な集計機能 
既存の交通事故統計データと同等の分析が可能なものとする。また、今回の開発システム用に

構築するデータベースについても、その元となる交通事故統計データや運転者データに対して、

従来と同等の統計分析が可能であるようにする。 
 
２．２ 分析システムの機能 
２．１で述べた基本コンセプトの１及び２を満たすために必要となる機能は、以下のものとな

る。なお、システムの概念図を図 2-1 に示す。 
 

（１） データ抽出機能 
① 運転者を単位としたデータ構築 
一般に、交通事故では複数の運転者が当事者となることが多いが、事故当事者となった運転者

を的確に抽出するとともに、その運転者が関与した事故を過去に遡って抽出できること。 
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② 多様な条件でのデータベース構築  
以下のような条件を満たすデータを抽出して、関連データを統合できること。 
事故項目：例、右直事故の経験がある者、高速道路での事故経験がある者 
運転者項目：例、取消歴がある者 
車両項目：例：初度登録から１年以内で事故に遭った車 

③ 継続的な統合 
運転者については長期間（現行の運転者データは、単独では過去 5 年間を保存するだけである

が、開発システムではそれを 10 年以上に拡大）の事故歴・違反歴を含むものを構築できること。 
  
（２） 個別データの数値演算処理機能 
 元のデータには含まれないデータ、例えば、運転免許制度に関わる様々な評価指標（反則点数、

無事故期間、無違反期間等）を計算して、分析用データベースが構築できること。 
 
（３） 免許保有状況の推移確認機能 
 運転者の免許保有状況の推移（遡る、下る）を把握できこと。 
 

運転者管理
データ

事故データ

抽出条件の設定

抽出項目の設定

演算項目の設定

　キイデータリスト
　○サンプリング
　○全　数

一時データベース構築

データ分析

抽出条件
の変更

CSV/EXCEL
形式

専用　形式

出力ファイ
ル

 
図 2-1 開発システムの概念図（仕様案） 
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２．３ システムを使用して可能となる分析例 
開発システムは、以下のような分析が可能であること。 
 

（１） 特定の違反多発者の特徴 
特定の違反を繰り返す者を対象に、違反傾向と事故傾向の相関関係等を、運転者属性（年齢、

性別、違反経歴等）を考慮して分析する。例えば、 
飲酒運転、通行区分、駐車違反、速度違反 等 

年齢、性別、事故歴・他の違反歴と事故内容や事故間隔との関連性を調べる。例えば、 
○ 飲酒運転常習者は、中年男性に多く、若者に少ないのか？ 
○ 通行区分違反が多いものは、右左折事故を犯し易いのか？（平成 18 年度報告書の結果から） 
○ 駐車違反、飲酒違反は発生曜日、時間帯との関連が強く、日常の生活行動と関連すると考

えられるが、速度違反の発生曜日、時間帯に顕著な特徴はあるか？ 
 
（２） 特定の事故類型多発運転者の特徴 
以下の事故を繰り返す者の特徴を調べる。（存在する場合に行なう。）例えば、 

＜発生頻度の少ない事故類型＞ 
飲酒運転事故、自転車事故、人対車両事故（歩行者横断中）、工作物衝突、後退時衝突等 

＜発生頻度の多い事故類型＞ 
追突事故、出会い頭事故、左折時、右折時等  

年齢、性別、事故歴・他の違反歴と事故内容や事故間隔との関連性を調べる。例えば、 
○ 飲酒運転事故の多発者に多い事故類型は？ 
○ 高齢運転者は、人対車両事故や車両単独事故を繰り返すことが多いか？ 
○ 追突事故が多い高齢者と、出会い頭事故が多い高齢者は、異なった特徴を持つか？ 

 
（３） 高齢運転者の事故･違反の特徴 
高齢運転者の事故・違反傾向の特徴を調べる。 
○ 加齢に伴って事故や違反の内容が変化するか？  
○ 長期間無事故・無違反であった者が犯す事故や違反の特徴は？ 
○ 熟年ライダーの事故の特徴は？  

 
（４） 初心運転者の事故･違反の特徴 
免許取消経験のない初心運転者の特徴を調べる。 
○ 始めて経験する事故や違反の特徴 

 
（５） 免許取消経験者の特徴 
免許再取得後の事故･違反の特著を調べる。 
○ 免許取得後に始めて経験する事故･違反までの期間（要注意期間） 
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３ 分析システムの開発 
３．１ 開発システムの概要 
大規模な運転者データと交通事故統計データを使った交通事故分析を効率的に行うシステムを

開発した。 
開発システムは、事故条件（出会い頭、高速道路事故、飲酒運転事故等）あるいは免許条件（免

許経験年数、違反回数、違反内容等）を基準として構築したデータベースを対象に、全数データ

あるいは抽出データを対象に集計分析が行なえるものである。（図 3-1 参照） 
なお、新たなハードウェアの整備はせず、財団法人交通事故総合分析センターが所有する既存

のハードウェアをそのまま活用することとしたため、検討した仕様の一部については、満たして

いない。 
 

運転者管理
データ

事故データ

抽出条件の設定

　キイデータリスト
　（一時データ：作業後削除）

CSV/EXCEL
形式

一時データベース
（専用形式）

事故条件：集計項目と同じ
　　　　　　　複数の抽出条件はAND条件
　　　　　　　発生年単位毎に抽出
　　　例：2005年中の出会い頭
　　　　　2004年中の高速国道事故

免許条件：集計項目と同じ
　　　　　　　複数の抽出条件はAND条件
　　　　　　　現在は2006年末のみ
　　　例：昭和生れの運転者
　　　　　2006年末の取消状態運転者

既存の
集計専用プログ
ラム

抽出・全数
分析

抽出件数の設定
（ランダム抽出）

EXCELの
集計プログラム

全数分析

抽出分析

 
図 3-1 開発システムの概念図（実施分） 

 
 

３．２ 開発システムの機能 
（１） 運転者を単位としたデータベースの構築 
抽出条件を満たす運転者に関する事故データ及び違反データを抽出し、運転者単位に整理する。

抽出するデータ項目は、別表１に示す。 
交通事故統計データは 1996 年以降、運転者データの違反歴は 1993 年以降が統合可能。 

 
① 交通事故統計データ条件 
分析対象とする運転者を、交通事故統計データ項目を使って設定する。 
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例：2005 年中に出会い頭事故の当事者となった運転者 
     2004 年中に高速国道事故の当事者となった運転者 
② 運転者データ条件 
分析対象とする運転者を、運転者データ項目を使って設定する。 

例：1951 年生まれの男性運転者 
  2005 年中に信号無視を犯した運転者 

 
（２） ２つのレベルでの集計 
① 抽出データを対象とした集計 

 一時データベースから、必要なデータを CSV 形式で出力し、EXCEL 等の汎用表計算ソフトで

集計。EXCEL2003 の場合、一度に処理するためには約 65000 行以内にデータ数を抑える必要が

ある。ただし、実際には、40000 行程度までに抑えるのが望ましい。 
② 全数データ 
既存の専用集計プログラムを使い、一時データベースを対象に集計を行う。一時データベース

はサーバー内に保存されており、新たな一時データベースが構築されるまで、利用可能。 
 

３．３ 作業手順 
開発システムを使った作業は、以下の手順に従って行う。 
 
（１） 抽出条件式の作成 
 一時データベースの構築のための、抽出プログラムを作成する。 
 プログラムの形式は以下のようなものである。ただし、実際には、項目や分類は、数字コード

で表現する。 
 

○ 交通事故統計データ項目による抽出 
-------------------------------------------------------------------------------------- 

<出力ファイル名＞ 
事故類型 ＝ 出会い頭事故 
第１当事者 ＝ 普通乗用車 

-------------------------------------------------------------------------------------- 
 
○ 運転者データ項目による抽出 

-------------------------------------------------------------------------------------- 
<出力ファイル名＞ 
免許取得年 ＝ 1980 年 
違反種別 ＝ 信号無視 

-------------------------------------------------------------------------------------- 
 

（２） データの抽出 
いずれの場合も、データは CSV 形式で出力される。 

データ項目は、別表１を参照。 
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① ランダム抽出 
表示された抽出データ数を参考に、抽出データ数を件数あるいは％値で設定。 
② 全数抽出 
理論的には、100 万人分でも可能であるが、抽出後にパソコンで処理することを考慮するなら

ば、EXCEL2003 が処理可能な約 65500 件以下の場合にのみ、全数抽出とすることが望ましい。 
 
（３） データの集計 
① エクセル等による集計 
抽出された CSV 形式のデータは、複数の違反および事故シートから構成されているので、これ

らをエクセルの Book 形式にまとめて分析を行う。 

違反シート
01、02～

　　　（CSV形式）事故シート
01～

　　（CSV形式）

 
図 3-2 CSV 形式のデータの EXCEL 形式への編集 

 
② 専用プログラムによる集計 
財団法人交通事故総合分析センターの専用集計プログラムで集計を行う。 
プログラムは、表頭条件及び表側条件を与えることで、処理を行う。 
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４ 開発システムを利用した分析 
以下、開発システムを利用して行った分析結果を示す。 
 

４．１ 運転免許保有者属性に関する基本分析 
４．１．１ 免許状態 
○ 免許返納者について 
 2004 年から 2006 年までの申請取消者数は、図 4-1 に示すとおりであり、70 歳を前後に申請者

が多くなっている。 
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15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95

年齢

申
請

取
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者
数
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2005年

2006年

 

図 4-1 年齢別 申請取消者数 
 
 申請取消者の取消前 1 年間に受けた処分内容および交通違反及び交通事故の発生状況から、申

請取消の理由を推計すると図 4-2 に示すようになり、75 歳を前後にして事故や違反が影響したと

思われる割合が増える。ただし、絶対数は、少なくなる。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

年
齢

（
歳

）

違反

物損事故

傷害事故

死亡事故

その他

 
図 4-2 申請取消の理由（直前の状態からの推計） 
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また、申請取消者の事故歴･違反歴（免許取得後に登録されたもの）を図 4-3 に示す。図 4-2 の

内容を反映し、75 歳以上では事故や違反を経験した者の構成率が高くなっているが、60 歳代か

ら 70 歳代前半では、事故及び違反経験のない者の構成率が高くなっている。 
さらに、図 4-4 の有効免許保有者の構成率をみると、事故及び違反のない者の構成率は 30 歳以

上ではほぼ 20%前後で一定であり、60 歳代から 70 歳代前半が免許を返納する場合には、相対的

に事故や違反の無い者が、事故や違反以外の理由により返納する割合が高いと考えられる。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19歳以下
20-24歳
25-29歳
30-34歳
35-39歳
40-44歳
45-49歳
50-54歳
55-59歳
60-64歳
65-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85-89歳

90歳以上

事故無･違反無

事故無･違反有

事故有・違反無

事故有･違反有

 
図 4-3 申請取消者の事故歴･違反歴 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19歳以下
20-24歳
25-29歳
30-34歳
35-39歳
40-44歳
45-49歳
50-54歳
55-59歳
60-64歳
65-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85-89歳

90歳以上

事故無･違反無

事故無･違反有

事故有・違反無

事故有･違反有

 
図 4-4 有効免許保有者の事故歴･違反歴 
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４．１．２ 事故歴･違反歴 
全運転免許保有者を対象にして、2006 年中の事故経験及び違反経験の有無を、性別･年齢別に

みると、以下のような特徴がある。（図 4-5） 
① 男女とも、事故経験者の割合は、20 歳が最も高く、加齢とともに男性は 45 歳前後、女性

は 35 歳前後まで次第に低下する。そして、 
② 男性は 45 歳、女性は 70 歳を超えると、AB（事故あり･違反なし）の構成率が上昇する。 
③ 男性の 60 歳前後では、AA（事故あり・違反あり）及び AB（事故あり・違反なし）の構

成率が前後の年齢に比べて高くなっている。 

し

0.0

0.2

0.4

0.6
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構
成

率
（
％

）　
B

A
,B

B
用

AA：2006年中　事故あり･違反あり AB：2006年中　事故あり･違反なし

BA：2006年中　事故なし･違反あり BB：2006年中　事故なし･違反なし

＜男性＞ ＜女性＞  
図 4-5 性別・年齢別 事故経験者･違反経験者の構成率 

注：違反歴には、事故に伴う違反は含まない。 
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2006 年末の事故経験回数別の運転者数（構成率）を性別･年齢別にみると、以下のような特徴

がある。（図 4-6） 
① 男女とも、事故無経験者の構成率は 25 歳前後が最も低い。（グラフからは判読困難である

が、事故経験１回以上に着目） 
② 男女とも、25 歳前後では、複数回事故を経験する者の構成率が高い。 
③ 男性の 65 歳前後では、前後の年齢に比べて、複数回事故経験のある者の構成率が高い。 
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図 4-6 性別・年齢別 事故経験回数別運転者数（構成率） 
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2006 年末の違反経験回数別の運転者数（構成率）を性別･年齢別にみると、以下のような特徴

がある。（図 4-7） 
① 男女とも、違反無経験者の構成率は 25 歳前後が最も低く、高齢になるに従い高くなる。 
② 男女とも、25 歳前後では、複数回違反を経験する者の構成率が高い。 
③ 男性の 60 歳前後では、前後の年齢に比べて、10 回以上の違反経験者の構成率が高い。 
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図 4-7 性別・年齢別 違反経験回数別運転者数（構成率） 

注：違反歴には、事故に伴う違反は含まない。 
 
 

４．１．３ 事故を起こし易い者･違反を犯し易い者の存在 
＜使用データ＞ 

1926 年から 1971 年までの 5 年毎の 10 世代の男性運転免許保有者から、各世代の運転免許保

有者数に比例してランダム抽出した約 13 万人。 
＜分析方法＞ 

2001 年から 2003 年までの３年間の事故経験回数と、2004 年から 2006 年までの３年間の事故

経験回数の相関関係を分析。 
＜結果＞ 

事故の発生率は個人単位でみると非常に低いものであるが、一定期間に経験する事故回数は指

数的に減少するものではなく、事故 0 回の者が事故を起こす率と事故１回の者が更に事故を起こ

す率が同じと仮定した場合よりも、２回以上事故を経験する者の構成率は高い。（図 4-8）つまり、

事故を複数回起こす者（事故多発者）はより高い事故率を持つと考えられる。なお、同様のこと

が違反についても確認される。（図 4-9） 
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2004～
2006年

事故０回 事故１回
事故２回

以上
計

事故無 125,738 3,344 138 129,220
事故有 3,287 243 27 3,557

計 129,025 3,587 165 132,777

注：各世代のデータは、免許保有数に比例して抽出。
　 　カッコ内の数はデータ数。

2001～2003年

上記　10世代　計

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(129,025)

事故１回
(3,587)

事故２回以上
(165)

事故無 事故有

1926年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(5287）

事故１回
(132)

事故2回以上
(3)

1931年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(7683）

事故１回
(210)

事故2回以上
(10)

1936年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(10953）

事故１回
(274)

事故2回以上
(10)

1941年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(14600）

事故１回
(415)

事故2回以上
(25)

1946年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(13533）

事故１回
(405)

事故2回以上
(17)

1951年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(17262）

事故１回
(456)

事故2回以上
(18)

1956年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(14567）

事故１回
(351)

事故2回以上
(18)

1961年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(14404）

事故１回
(353)

事故2回以上
(16)

1966年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(12467）

事故１回
(363)

事故2回以上
(12)

1971年
生まれ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故０回
(18269）

事故１回
(628)

事故2回以上
(36)

 
図 4-8 誕生年代別 前３年間と後３年間の事故歴の関係 
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1926年
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図 4-9 誕生年代別 前３年間と後３年間の違反歴の関係 
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４．１．４ 事故や違反の多発者の発生率 
事故経験回数や違反経験回数別の運転者数（構成率）をみることで、その事故類型や違反種別

を多数回経験することのランダム性（発生傾向と運転特性の関連性：注参照）を議論することが

できる。 
ここでは、事故経験回数や違反経験回数の多い者の発生率が、運転特性の違いを想定しなくて

も起こりえる程度の値であるならば、発生傾向と運転特性の間に関連性はなく、たまたま経験回

数が多くなったと見なすこととする。 
 

＜使用データ＞ 
昨年度の調査研究で利用した抽出率約 0.1％の男性運転者から、免許取得後の事故歴・違反歴が

全くない者（殆ど運転しない者と考えられる者）を除いた約 33,000 人。 
＜分析方法＞ 

交通事故経験回数別の運転者数が、ポアソン分布に従うと仮定した場合の分布と、実際の運転

者数の分布を比較。 
＜結果＞ 

図 4-10-1 及び図 4-10-2 は違反種別別の経験回数別運転者数を、図 4-11 は事故類型別の経験回

数別運転者数を、ポアソン分布に従うとした場合の運転者数と供に示したものである。ポアソン

分布に従うとした場合の値は、違反種別名、事故類型名の頭にｐをつけ、グラフでは破線で示し

ている。 
図 4-10-1 に示す違反については、ポアソン分布で推計した値からかなり乖離しており、運転特

性と各違反の発生傾向を経験した者の運転者数は、違反の経験にはランダム性は低いと考えられ

る。これに対して、図 4-10-2 に示す違反については、ポアソン分布に近いものとなっている。 
一方事故については、追突:他（停止中車両への追突）ではランダム性が低いが、出会い頭では

ポアソン分布にほぼ従っておりランダム性が高いと考えられる。 
毎年、発生件数では上位を占める追突:他と出会い頭事故であるが、その発生メカニズムには運

転方法等に関連する要因に差があると考えられる。 
 

注１：発生傾向 
 発生回数別の運転者数あるいは発生回数別の運転者数（構成率）の分布を発生傾向と呼ぶ。特

定の回数に対する運転者数が多く、あるいは構成率が高くなることはあるが、0 回、１回、２回・・・

と全ての回数の値を合計すると総運転者数あるいは 100％となる。 
 
注２：ポアソン分布とランダム性 
 本調査研究では、ポアソン分布に従うものを発生にランダム性（運転特性の影響を受けない）

があるとし、従わないものを発生に何らかの偏りがある（運転特性の影響を受ける）とする。 
 集団の構成員が異なった平均事故回数を持っている場合でも、その構成員が一定期間に経験す

る事故回数別の確率分布がポアソン分布に従う場合には、集団としての事故回数別の確率分布は

ポアソン分布（平均値は集団全体の平均事故回数）になる。つまり、平均事故回数が多い者と少

ない者が混在しても、集団としての事故回数別の確率分布は、ポアソン分布に従ったものとなる。

 しかし、世の中には、今回の調査研究報告書の中に示すように、一定期間内にある事象に遭遇

する率がポアソン分布に従ってもよいと思われるのに、そうでない状況が発生することがある。
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例えば、何回も高額宝くじに当選する人がいると言われている。高額宝くじに当たることがラン

ダムであるにも関わらず、このような幸運を重ねる者が存在する理由は、この人達は宝くじを普

通の人よりも沢山購入しているためと考えられる。つまり、複数の宝くじを購入することは、購

入した枚数分×元の確率以上に高額宝くじの当選確率を高くすることになる。 
そして、交通事故の場合には、運転特性（道路交通への暴露度等）が異なる者が混在すること

で、事故回数の分布がポアソン分布に従わなくなる。ただし、事故類型により発生傾向に違いが

あることから、運転特性等の影響は単純な関係で表現できるものではない。 
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図 4-10-1 違反経験回数別 運転者数（その１） 
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図 4-10-2 違反経験回数別 運転者数（その２） 
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図 4-11 事故経験回数別 運転者数 

 
 
４．２ 事故発生場所に着目した分析 
事故多発地点というものが存在するが、そこで発生する事故が、もっぱら道路交通環境要因に

よって発生するのではなく、当該地点の道路交通環境要因と特定な運転特性の組合せによって発

生する可能性もある。そこで、開発システムを使い、大規模交差点と高速道路を対象に、事故当

事者の事故歴･違反歴を調べた。 
 
４．２．１ 特定の交差点で発生した事故の当事者の特徴 
 A 県のある警察署管内の主要交差点 5 箇所を対象に、その交差点で発生した事故と運転者の事

故歴と違反歴の関係を調べた。 
 

＜使用データ＞ 
対象者は、５つの交差点で 2004 年から 2006 年の間に発生した交通事故の当事者となった運転

者 545 名と、比較対照群としての同じ警察署管内の主要５交差点以外の交差点で 2004 年から

2006 年に発生した事故の当事者となった運転者 4,012 名。主要交差点は、交差点コードが設定さ

れた交差点で、2004 年から 2006 年の交通事故件数が上位５位までのところ。 
＜分析方法＞ 

主要交差点の事故当事者と対象群の違反種別別違反経験の有無、及び追突：他（停止中車両へ

の衝突）の当事者となった運転者のそれ以前の追突：他の当事者経験の有無の比較。 
＜結果＞ 

追突：他（停止中車両への追突）の第１当事者となった者 104 名の違反種別経験の有無につい

て、主要交差点の事故当事者と比較対照群 694 名を比較すると、統計的に有意ではないが、いく

つかの違反種別に差が見られる（図 4-12-1）。なお、追突：他以外を含めた全事故類型の当事者

545 名をみると、主要交差点の事故当事者は、信号無視、駐車違反及び速度違反の経験者の割合

が統計的にも有意に高い。（図 4-12-2） 
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追突：他の第１当事者及び第２当事者となった者の事故類型別の経験有無をみると、主要交差

点の事故経験者では追突:他の第１当事者の事故歴の者の構成率が高くなっているが、統計的には

有意ではない（図 4-13-1）。また、全事故類型についても、有意な差はない。（図 4-13-2） 
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図 4-12-1 追突：他（停止中車両への追突）の第１当事者となった運転者の違反歴 
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図 4-12-2 全事故類型の当事者となった運転者の違反歴 
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図 4-13-1 追突：他（停止中車両への追突）の第１当事者及び第２当事者となった運転者の 
追突：他の事故歴（第１当事者は第１当事者、第２当事者は第 2 当事者としての事故歴） 
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図 4-13-2 全事故類型の当事者となった運転者の追突：他（停止中車両への追突）の事故歴 

 
 

４．２．２ 路線を特定した分析 
高速道路は、高規格の基準で建設されており、交差道路からの車両や歩行者、自転車等が出て

くる可能性はほとんどなく、一般道路と比べて運転者に対する負荷が少ないと考えられる。この

ため、緊張感の維持が難しく、急な状況変化への対応も難しいと考えられ、発生する事故も一般

道路と異なる可能性がある。 
そこで、高速道路事故の中で、特徴的な事故である多重事故に着目して、多重事故の当事者と

なった運転者の事故歴と違反歴を調べた。 
 

＜使用データ＞ 
2005 年中に中央高速道路で事故に遭った運転者 915 名。 
交通事故は 2000 年以降、交通違反は 2001 年以降分を付加 

＜分析方法＞ 
中央高速道路で遭遇した事故を、多重事故とその他の事故に分けて、年齢層、免許経験、違反

歴別に集計する。 
＜結果＞ 

年齢層別に多重事故の構成率をみると、25～64 歳は 10％前後となり、24 歳以下や 65 歳以上

と比べると高い。（図 4-14 上） 
なお、一般に、事故件数と違反件数には相関がある。そこで、年齢層別の高速道路上での違反

経験回数の分布をみると（図 4-14 下）、25-34 歳が違反経験者の構成率が最も高く、この年齢層

は違反も多重事故も多くなる。これに対して、45～54 歳では違反は少ないが、多重事故は多い。 
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図 4-14 運転者の年齢層別 高速道路での多重事故と違反の経験者率 

 
免許経験年数別に多重事故の構成率をみると、15～20 年が 14％と最も高く、それより経験年

数が短くても長くても、構成率は次第に低下する。（図 4-15 上） 
なお、事故件数は運転頻度の指標と見なせる違反件数にも比例すると考えられることから、経

験年数別の高速道路上での違反経験をみると（図 4-15 下）、5～10 年と 15～20 年が 20％を超え

ている。 
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図 4-15 運転者の免許経験年数別 高速道路での多重事故と違反の経験者率 

 
高速道路及び一般道路での速度違反の経験回数別に、多重事故経験者の構成率をみると、高速

道路の速度違反では１回以下の者が、また、一般道路の速度違反では２回以上の者が、高くなっ

ている。（図 4-16） 
また、全違反を対象に同様の比較を行うと、高速道路の違反では２回以上の者が高く、一般道

路では違反回数によらずほぼ一定である。 
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図 4-16 高速道路及び一般道路での違反経験回数別 高速道路の多重事故経験者率 
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参考のために、高速道路と一般道路における速度違反経験回数の相関及び、全違反回数の相関

をみると、ほぼ比例関係にある。(図 4-17)このように、高速道路と一般道路での速度違反経験回

数は比例関係にあるにも関わらず、図 4-16（上の 2 図）に示される高速道路と一般道路の速度違

反経験者率に違いがあること（違反回数１回と違反なしの者）は、高速道路と一般道路の速度違

反に質的な違いがある可能性を示す。 
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図 4-17 一般道路の違反経験回数別 高速道路の違反経験回数 
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分析手法検討のために、高速道路と一般道路での速度違反経験回数別及び全違反経験回数別に、

多重事故の経験者率をみると、一般道路での速度違反経験が無い者は、高速道路での速度違反の

有無によって、多重事故の構成率に、やや有意な差（有意水準 7％）が見られた。(図 4-18) 
また、全違反については、一般道路での違反が無く、高速道路での違反が 2 回以上の者が、多

重事故の構成率が高くなっていた。 
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図 4-18 一般道路及び高速道路の違反経験別 多重事故の経験者率 
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さらに、過去の事故経験をみると、一般道路での事故経験が多いほど、多重事故の経験者率が

高く、特に、一般道路での追突事故経験のある者は多重事故の当事者となる率が高い。（図 4-19） 
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図 4-19 一般道路の事故経験と多重事故の経験者率 
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４．２．３ キロポストに着目した分析（参考） 
今回の開発したシステムでは、交通事故統計データの高速道路に関する詳細データは統合でき

ないが、システム仕様検討の際に、試行的に構築したデータベースを使い、高速道路のキロポス

トデータを利用した分析の可能性を検討した。 
 

＜使用データ＞ 
2005 年中に中央高速道路で事故に遭った運転者を条件に抽出した運転履歴データ。 
交通事故は 2000 年以降、交通違反は 2001 年以降分を付加。 
基本的には、前の４．２．２の分析と同じデータであるが、高速道路に関する詳細データが付

加されたもの。 
＜分析方法＞ 

キロポスト別に、多重事故及び他の事故の発生状況を集計 
＜結果＞ 

東京の高井戸を起点とするキロポストでみると、交通量の多い東京都内では多重事故を含めた

事故の発生頻度が高い。 
ただし、150kp 前後から 200kp 前後までの区間でも、多重事故は発生している。（図 4-20） 
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図 4-20 キロポスト別交通事故発生状況 平成 17 年中～中央高速道路（上り線） 

 
表 4-1 インターチョンジ位置 中央高速道路（高井戸からの距離） 

 

IC キロポスト IC キロポスト IC キロポスト
高井戸 0.0 一宮御坂 96.3 諏訪南 160.9
八王子 25.8 甲府南 105.6 諏訪 172.0
相模湖 45.4 甲府昭和 113.2 伊北 196.0
上野原 50.3 韮崎 124.4 伊那 205.5
大月 70.4 須玉 131.4 駒ヶ根 220.6
都留 77.6 長坂 140.1 松川 236.0
勝沼 90.1 小淵沢 148.3 飯田 251.5  
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４．３ 事故類型に着目した分析 
 事故類型は事故当事者の運転特性が反映されていると考えられる。そこで、当事者となった事

故類型別に運転者の事故歴・違反歴を調べた。 
 
（１） 使用データ 
今回開発したシステムを利用し、2006 年中に対象とする事故類型の当事者となった運転者の中

からランダムに抽出した４万人。 
対象とした事故類型は、人対車両、追突:進（進行中の車両への追突）、追突：他（停止中の車

両への追突）、出会い頭及び車両単独事故とした。 
なお、車両相互事故については、第１当事者あるいは第２当事者を合わせて 4 万人を抽出した

ため、以下の分析ではそれぞれ２万人前後の運転者が集計の対象となった。 
以下、2006 年中に当事者となった事故類型によって、分析対象となる運転者をそれぞれ、“人

対車両 G”、“追突:進行中１当 G”等、事故類型の後に G をつけて標記することとする。 
 
（２） 分析方法 
事故類型別に抽出された運転者を対象に、過去に経験した事故類型の回数及び違反種別の回数

等の比較を行なうことで、当事者となった事故類型とそれまでの事故経験や違反経験との関係を

調べた。 
 
（３） 結果 
当該事故当事者となった運転者の、事故類型別の事故経験回数及び違反種別別の経験回数等を

別表１～９に示す。 
運転者グループ毎に、過去に経験した事故類型をまとめたものを別図表１～８に、過去に経験

した違反種別をまとめたものを別図表９～15 に示す。これらの別図表には、各事故類型の当事者

の追突：他の第１当事者と出会い頭の第１当事者となった経験傾向に差があるか否かの検定結果

も示している。 
これらの結果から、以下のことが分かる。 

 
① 2006 年中に経験した事故類型と同じ事故類型をそれ以前に経験する傾向 
一般に、遭遇した事故類型と同じ事故類型を経験する傾向が強い。例えば、 
○ 車両単独の経験傾向をみると、車両単独 G の経験が多い。 

例外的なものとしては、 
○ 追突：他（停止中車両への追突）の第１当事者経験傾向をみると、追突：他１当 G だけで

なく、追突：進（進行中車両への追突）１当 G も、経験者の構成率が高い。（図 4-21） 
○ 出会い頭の第１当事者経験傾向をみると、出会い頭１当 G の経験者の構成率が他に比べて

高くなっていない。（図 4-22） 
つまり、追突：他の第１当事者になることは繰り返される傾向が強いが、出会い頭の第１当事

者になることが繰り返される傾向は弱い。 
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図 4-21 各事故類型当事者の 追突：他（停止中車両への追突）の 

第１当事者となった経験回数別分布 
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図 4-22 各事故類型当事者の 出会い頭の第１当事者となった経験回数別分布 
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② 追突：他１当 G と出会い頭１当 G では、事故経験と違反経験に差 
追突：他（停止中車両への追突）１当 G と出会い頭 1 当 G の、当該事故以前の各事故類型の発

生傾向（経験回数別の構成率）を比較すると、 
事故類型の人対車両、 

出会い頭の第１当事者 及び 
追突：他の第２当事者以外、及び 

違反種別の一時不停止以外 
で、両者の間に有意な差があった（別図表-1、５，６及び 12 のカイ二乗検定結果参照）。 
 
③ 出会い頭事故の発生傾向はグループ間の差が小さい 
追突：進（進行中車両への追突）と追突：他（停止中車両への追突）では、第１当事者と第２

当事者のグループ間で発生傾向に大きな違いが見られるが、出会い頭では、グループ間に大きな

違いはない（図 4-23 と図 4-24、図 4-21 と図 4-25 そして図 4-22 と図 4-26 の比較）。 
また、他の事故類型の発生傾向のグラフに比べて、出会い頭事故では、発生傾向がポアソン分

布に近い形（対数グラフで右下がりの直線）となっており、当事者となる確率は運転特性の影響

を受ける程度が弱いと考えられる。 
そして、出会い頭事故では、第１当事者になる傾向と第２当事者となる傾向に、他の事故類型

ほど顕著な差がないと考えられる。 
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図 4-23 各事故類型当事者の 追突:進（進行中車両への追突）の 

第１当事者となった経験回数別分布 
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図 4-24 各事故類型当事者の 追突：進（進行中車両への追突）の 

第２当事者となった経験回数別分布 
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図 4-25 各事故類型当事者の 追突：他（停止中車両への追突）の 

第２当事者となった経験回数別分布 
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図 4-26 各事故類型当事者の 出会い頭の第２当事者となった経験回数別分布 

 
④ 事故類型により過去の違反経験に差 
○ 単独事故 G では、飲酒運転の経験者が多い。（別図表-9） 
○ 追突：進（進行中車両への追突）１当 G と追突：他１当 G では、信号無視の経験者が多い。

（図 4-27） 
○ 出会い頭２当 G と車両単独 G では、駐車違反の経験が少ない。（別図表-13） 
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図 4-27 各事故類型当事者の 信号無視の経験回数別分布 
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４．４ 運転者の事故･違反特性に着目した分析 
異なった事故類型や違反種別に分類されるものであっても、その発生に共通な運転特性が関わ

る可能性がある。このような共通な運転特性を抽出することは、散発的に発生･経験する事故や違

反の種別に囚われずに、個々の運転者が持つ特性に応じた効果的な交通安全教育を支援する。 
 

（１） 使用データ 
昨年度の調査研究で利用した、抽出率約 0.1％の男性運転者から、免許取得後の事故歴・違反歴

が全くない者（運転経験がほとんどないと考えられる者）を除いた約 33,000 人。 
 
（２） 分析方法 

12 の違反種別及び 9 の事故類型を対象とした因子分析及び主成分分析により、違反及び事故に

関係する因子あるいは成分を抽出することで、各違反種別間及び各事故類型間の関係を調べる。 
なお、因子分析については、基本的に対象とする変数の分布が正規分布であることという制約

があるが、ここでは事故を起こし易い運転者やどのような事故類型を起こし易いか等の、事故傾

向を推測するための運転者の分類を目的とすることから、分析手法の妥当性よりも、事故傾向を

論じる指標となり得るか否かで、分析結果を評価することとする。 
 
（３） 結果 
 ① 違反種別の分類 
各違反種別間の相関係数が低いことから、因子分析の結果は、表 4-2 に示すように抽出された

各因子の説明力が非常に低いものであった。一般には、表 4-2 の最右欄の累積％の値が大きいこ

とが望ましいと言われている。以下、表 4-4、表 4-6 及び表 4-8 についても同じことがいえる。 
各因子の負荷量をみると、第１因子はベルト着用、第２因子は駐車違反、第３因子は信号無視

そして第４因子は通行区分の値が大きいが、各因子の特徴は明確ではない。（表 4-3） 
表 4-3 に示される因子行列のデータを使って各因子の負荷量をプロットしたものが図 4-28、図

4-29 である。各変数間の相関も低く、前述のように説明力が低いが、図 4-29 をみると、第４因

子では、不注意によることが多いと考えられる違反の負荷量が高くなっており、不注意に関する

因子と見なすことができる。 
なお、第１因子と第２因子の各違反種別への負荷量をみると、飲酒、一時不停止、整備不良及

び最高速度違反は近い状態にある（図 4-28）が、第３因子と第４因子の負荷量をみると、これら

の違反種別は離れた位置にプロットされており（図 4-29）、４つの因子を使うことで各違反を明

確に分類することは可能と考えられる。 
そこで、5．２では、ここで得られた因子得点を使って運転者を分類することとした。 
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表 4-2 因子分析の結果（SPSS による説明された分析の合計） 

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％

1 1.459 12.161 12.161 0.588 4.902 4.902 0.277 2.308 2.308
2 1.065 8.876 21.037 1.065 1.621 6.523 0.267 2.223 4.531
3 1.023 8.523 29.560 0.195 0.866 7.389 0.257 2.141 6.671
4 1.001 8.339 37.900 0.056 0.464 7.853 0.142 1.182 7.853
5 0.982 8.182 46.082
6 0.976 8.133 54.215
7 0.968 8.066 62.280
8 0.961 8.006 70.286
9 0.937 7.805 78.091
10 0.903 7.526 85.617
11 0.875 7.291 92.908
12 0.851 7.092 100.000

注：主因子法  

  
表 4-3 因子分析の結果（SPSS による 回転後の因子行列） 

違反種別 V1 V2 V3 V4
飲酒運転 0.090 0.024 0.005 0.014
信号無視 0.047 0.083 0.298 0.026
通行禁止 0.075 0.173 0.050 0.133
通行区分 -0.007 0.066 0.033 0.281
横断禁止 0.024 0.219 0.014 0.031
踏切違反 0.055 -0.007 0.089 0.088

指定場所不停止 0.092 0.053 0.093 0.121
駐車違反 0.122 0.406 0.107 0.040
整備不良 0.111 0.034 0.104 0.039
速度違反 0.113 0.050 0.226 0.130
ベルト着用 0.419 0.007 0.266 0.016
携帯電話 0.184 0.073 0.056 0.023

注：主因子法  
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図 4-28 因子負荷量によるプロット（第１因子と第２因子） 
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図 4-29 因子負荷量によるプロット（第３因子と第４因子） 
 
主成分分析の結果を表 4-4 に示す。 
各成分の特徴は、表 4-5 や図 4-30、図 4-31 に示される。因子分析の結果に比べて、表 4-4 の最

右欄に示される累積負荷量の平方和が大きいこともあり、因子分析よりも説明力は高く、各違反

と４つの成分の関係については、やや分かり易い解釈ができる。 
第１成分は各違反とも正の値であり、違反の多さを示す量的指標と見なせる。そして、第２成

分は駐車違反や横断違反等、必要に迫られて行なう違反の重みが高いことから故意性に関する指

標、第３成分は通行区分、指定場所不停止等、うっかりで犯すことの多い違反の重みが高いこと

から過失性に関する指標、そして、第４成分は飲酒という特別な違反に関する指標と見なすこと

もできる。 
ただし、ここでの解釈は便宜的なものであり、この解釈によって各違反の関係が説明できるも

のではないが、故意性や過失性の中には、ある程度納得できるものもある。 
 

表 4-4 主成分分析の結果（SPSS による説明された分析の合計） 

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％

1 1.459 12.161 12.161 1.459 12.161 12.161
2 1.065 8.876 21.037 1.065 8.876 21.037
3 1.023 8.523 29.560 1.023 8.523 29.560
4 1.001 8.339 37.900 1.001 8.339 37.900
5 0.982 8.182 46.082
6 0.976 8.133 54.215
7 0.968 8.066 62.280
8 0.961 8.006 70.286
9 0.937 7.805 78.091
10 0.903 7.526 85.617
11 0.875 7.291 92.908
12 0.851 7.092 100.000  
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表 4-5 主成分分析の結果（SPSS による 成分行列） 

違反種別 V1 V2 V3 V4
飲酒運転 0.134 -0.114 -0.331 0.829
信号無視 0.411 -0.175 0.013 -0.223
通行禁止 0.351 0.376 0.122 0.073
通行区分 0.232 0.299 0.518 0.324
横断禁止 0.242 0.608 -0.252 -0.163
踏切違反 0.207 -0.241 0.446 0.153

指定場所不停止 0.315 -0.002 0.34 -0.012
駐車違反 0.478 0.365 -0.207 -0.007
整備不良 0.289 -0.188 -0.097 -0.304
速度違反 0.443 -0.207 0.167 -0.057
ベルト着用 0.527 -0.356 -0.16 -0.038
携帯電話 0.328 -0.157 -0.382 0.086  
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図 4-30 成分重みによるプロット（第１成分と第２成分） 
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図 4-31 成分重みによるプロット（第 3 成分と第 4 成分） 
 
② 事故類型の分類 
事故類型についても、因子分析及び主成分分析を使いり因子あるいは成分の抽出を試みた。 

 違反種別の場合と同様に、因子分析によって抽出された因子の説明力は低い。（表 4-6）ただし、

各因子の負荷量は小さいが、図 4-32 や図 4-33 をみると、各事故類型の間の関連性を解釈するこ

とは可能と考えられる。 
第１因子はデータだけでは把握が難しいが、人身事故件数が多い事故類型の負荷量が高くなっ

ていることから、量的な指標とみなすことができる。そして、第２因子は衝突対象の把握が容易

な人対車両や追突：他（停止中車両への追突）の負荷量が高いので認知ミスに関連する要因、第

３因子は車両相互：他や左折＋右折他の負荷量が高く、挙動変化の大きな状況での把握ミスに関

わる要因、そして、第４因子は追突：進（進行中車両への追突）や車両単独事故の負荷量が高く、

操作ミスに関わる要因と見なすこともできる。（表 4-7） 
繰り返しになるが、これらの解釈は便宜的なものであり、その名称に絶対的な根拠はない。 

 
表 4-6 因子分析の結果（SPSS による説明された分析の合計） 

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％

1 1.140 12.669 12.669 0.195 2.169 2.169 0.134 1.490 1.490
2 1.009 11.216 23.885 0.060 0.669 2.838 0.077 0.861 2.351
3 1.005 11.172 35.057 0.038 0.422 3.260 0.062 0.691 3.042
4 1.000 11.116 46.173 0.028 0.316 3.576 0.048 0.534 3.576
5 0.986 10.955 57.128
6 0.981 10.897 68.025
7 0.974 10.825 78.850
8 0.964 10.708 89.558
9 0.940 10.442 100.000

注：主因子法  
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表 4-7 因子分析の結果（SPSS による 回転後の因子行列） 

事故類型 V1 V2 V3 V4
人対車両 0.026 0.210 0.050 0.022
正面衝突 0.119 -0.020 0.035 0.054

追突：進行中 0.030 0.028 -0.012 0.143
追突：他 0.250 0.164 -0.100 0.092
出会い頭 0.113 0.056 0.062 0.065

右直 0.123 0.021 0.041 0.000
左折+右折他 0.047 0.034 0.142 0.021
車両相互：他 0.159 0.029 0.132 0.006

車両単独 0.017 -0.002 0.071 0.105
注：主因子法  
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図 4-32 因子負荷量によるプロット（第１因子と第２因子） 
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図 4-33 因子負荷量によるプロット（第３因子と第４因子） 
 
表 4-8 に示される成分行列の結果は、表 4-6 の因子分析による値と比べ、負荷量平方和の累積％

の値は大きい。このため、各成分に対する解釈も、比較的妥当なものと考えられる。 
第１成分は違反の場合と同様に、各事故類型で重みが正の値となっているので、事故に関する

量的指標とみなせる。第２成分は追突：進（進行中車両への追突）の重みが大きいことから、他

者の挙動予測の不的確さに関する指標、あるいは判断ミスに関連する指標、第３成分は車両単独

で高く、追突：他（停止中車両への追突）でも高いことから操作ミスに関連する指標、そして、

第４成分は人対車両や左折＋右折他の重みが大きいことから、歩行者や右左折時の他者への注意

不足に関する指標、あるいは、他の成分への解釈を考慮するならば、認知ミスに関する指標と便

宜的に表現することもできる。（表 4-9） 
 

表 4-8 主成分分析の結果（SPSS による説明された分析の合計） 
初期の固有値 抽出後の負荷量平方和

成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 1.140 12.669 12.669 1.140 12.669 12.669
2 1.009 11.216 23.885 1.009 11.216 23.885
3 1.005 11.172 35.057 1.005 11.172 35.057
4 1.000 11.116 46.173 1.000 11.116 46.173
5 0.986 10.955 57.128
6 0.981 10.897 68.025
7 0.974 10.825 78.850
8 0.964 10.708 89.558
9 0.940 10.442 100.000  
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表 4-9 主成分分析の結果（SPSS による 成分行列） 
事故類型 V1 V2 V3 V4
人対車両 0.332 0.250 -0.322 0.590
正面衝突 0.326 -0.123 0.153 -0.571

追突：進行中 0.235 0.605 0.384 -0.052
追突：他 0.510 0.348 -0.280 -0.119
出会い頭 0.426 0.023 0.009 0.081

右直 0.339 -0.215 -0.253 -0.322
左折+右折他 0.277 -0.520 0.215 0.428
車両相互：他 0.440 -0.357 -0.042 -0.014

車両単独 0.205 0.008 0.735 0.121  
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図 4-34 成分重みによるプロット（第１成分と第２成分） 

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

-0.4 -0.2 0.0 0.2 0.4 0.6 0.8

V2

V
4

追突:他

出会い頭

右直

人対車両

追突:進行中

車両相互:他

左折+右折他

正面衝突

車両単独

 

図 4-35 成分重みによるプロット（第 3 成分と第 4 成分） 
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本節で紹介した分析の目的は、多数の違反種別や事故類型を少ない指標に集約することである

が、最終的な目的は、交通安全教育等の交通事故防止に関する有効なデータを得ることである。

そのため、ここでは、因子分析、あるいは主成分分析を使うことの妥当性についての議論は行な

っていない。 
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５ 運転者データを利用した運転者教育 
５．１ 運転者モデルの検討 
全国単位でみると、交通事故件数や交通違反件数は大きな数となり、一定の率に従って発生し

ているようにみえるが、個々の運転者を単位にみると、１年間に人身事故に遭う率は約 1％、違

反は約 10%となる。ただし、違反については、一人で複数の違反を犯す者もいることから、実感

としては、事故と同様に稀な事象と感じている者が多いであろう。 
事故発生には様々な要因が関わっており、運転者の持つ、運転挙動特性（実際に自動車を運転

する時に現れる特性）や運転行動特性（運転を何時行うか、どのような経路を選択するか等、時

間的に将来の運転状況を決定する特性）の外、心身能力や心身状態等の影響も強いと考えられる。 
このように多くの要因が関わる事象であるとともに、出現頻度が低い稀な事象に、運転者が持

っている違反や事故に関わる特徴（運転挙動特性や運転行動特性に関わる違反因子や事故因子の

影響）がそのまま現れる可能性は低いと考えられる。 
そこで、何か違反や事故に関わる要因･因子というものを想定し、実際に違反や事故が顕在化す

る際には、その要因に関わる違反種別や事故類型が確率的に発生するというモデルを想定する。

図 5-1 はそのような考え方から描いた一つの事故や違反の発生に関するモデルである。 
このような中間的な変数（因子）を想定することで、違反や事故に関する要因・因子と発生す

る事故や違反の関係の議論が、容易になる可能性がある。さらに、この違反や事故に関わる要因･

因子の関係がどのようなものであるか、これらの要因･因子は実は同じものであるか等、違反や事

故に関わる要因･因子を想定することで、表面的な違反や事故にとらわれない様々な運転者モデル

の検討が可能になると考えられる。 

運転特性
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○運転挙動特性
（+　心理特性）

○運転行動特性
（+　道路交通環境）
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事故因子

因子Ⅲ
因子Ⅱ

因子Ⅰ

信号無視

一時停止
違反

駐車違反

追突：
停止車

出会い
頭

人対車
両

右直速度違反

通行区分
違反

車両単
独

各因子の量で決まる確率に
従ってランダムに発生

 
図 5-1 違反や事故に関わる因子を想定した事故･違反の発生モデル 
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この図に示すような事故や違反の発生モデルを想定すると、１、２回の事故や違反によって、

運転者の特徴を見出すことは困難であることが容易に理解できる。つまり、この問題を議論する

ためには、同一の運転者から得られる複数の事故や違反に関するデータを分析することが必要と

なる。そして、今回、開発したシステムは、このような運転者の事故歴や違反歴に着目した分析

を行うために必要、不可欠なものである。ただし、図 5-1 に示すようなモデルは一つのモデルで

あり、その妥当性については今後検討していくことが必要と考えられる。 
今回の分析では、因子分析や主成分分析によって、違反や事故に関わる因子や成分を抽出する

ことを試みたが、因子分析や主成分分析を使うことの妥当性の検討は行なっていない。因子分析

と主成分分析については、図 5-2 や図 5-3 に示すように、その構造が全く異なっており、今後、

分析を進める中では、どちらが良いかについて厳密な議論することが必要になるかもしれない。 
 しかし、 

多数の違反 → 集約した違反 → 事故類型との関係分析 
 

といった手順を考え、運転者が持つ事故傾向を表現できる違反と事故の関係を解明することを目

的とするならば、当面は、違反に関わる因子と個別の違反関係に拘る必要は低いとも考えられる。 
また、事故に遭うことや違反で検挙されることが、確率的かつ発生率が低い事象であることか

ら、発生した事故や違反の特徴が、運転者の持つ違反や事故に関わる特性を全て表現していると

考えることにも問題があると思われる。つまり、運転者に対して説得力のある説明が行えるよう

な内容、そして、運転者教育としての効果が発揮できるような内容であるか否かによって、モデ

ルの妥当性を考えることも一つの選択肢と考えられる。 

違反因子

因子Ⅰ
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因子Ⅳ

飲酒運転

信号無視

速度違反
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駐車違反

ﾍﾞﾙﾄ非着用

横断禁止

携帯電話

通行禁止

一時不停止

整備不良

踏切違反

 
図 5-2 違反と違反因子の関係（因子分析の考え方） 
注：線の太さは関係の強さを示す。弱いものは省略。 
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違反因子

成分Ⅰ

成分Ⅱ

成分Ⅲ

成分Ⅳ
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速度違反
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図 5-3 違反と違反成分の関係（主成分分析の考え方) 

注：線の太さは絶対値の大きさ、絶対値の小さいものは省略。実線は正、破線は負。 
 
 
５．２ 試行的分析：運転者の分類結果に基づく事故傾向 
５．１の検討結果に基づき、違反経験に基づく運転者の分類結果（４．４）を利用して、事故

傾向を調べた。 
 

（１）使用データ 
昨年度の調査研究で利用した、抽出率約 0.1％の男性運転者から、免許取得後の事故歴・違反歴

がまったくない者を除いた約 33,000 人。 
 

（２）方法 
４．４で抽出した因子あるいは成分に基づく因子得点あるいは成分得点によって、運転者を 3

つに分類（高得点側 25%、低得点側 25%及びその中間の 50％）し、各分類に属する者の各事故

類型の経験率を比較する。 
表 5-1 及び表 5-2 に、それぞれの得点に基づいて分類した運転者数の分布を示す。なお、表で

は、違反回数０回の者がどこに分類されるかを示している。違反回数０回の者が望ましいとする

ならば、表 5-1 に示される第１因子と第３因子あるいは表 5-2 に示される第１成分は、低得点の

ものが望ましく高得点が望ましくないという単調な関係の指標、そして、その他の因子や成分は、

中位の者が望ましいという指標となる。 
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表 5-1 因子得点による運転者の分類 

人数 構成率（％）
低 中 高 計 低 中 高 計

第１因子 17,373 7,503 8,185 33,061 52.5 22.7 24.8 100.0
第２因子 4,674 20,156 8,231 33,061 14.1 61.0 24.9 100.0
第３因子 17,243 7,615 8,203 33,061 52.2 23.0 24.8 100.0
第４因子 3,924 22,786 6,351 33,061 11.9 68.9 19.2 100.0
注：太字は、違反０回の者が含まれる分類。
　　元の分布の関係で、必ずしも、25%：50%：25%にはならない。  

 
表 5-2 成分得点による運転者の分類 

人数 構成率（％）
低 中 高 計 低 中 高 計

第１成分 16,173 8,662 8,226 33,061 48.9 26.2 24.9 100.0
第２成分 6,012 22,519 4,530 33,061 18.2 68.1 13.7 100.0
第３成分 7,951 17,296 7,814 33,061 24.0 52.3 23.6 100.0
第４成分 5,632 24,387 3,042 33,061 17.0 73.8 9.2 100.0
注：太字は、違反０回の者が含まれる分類。
　　元の分布の関係で、必ずしも、25%：50%：25%にはならない。  

 
（３）結果 
図 5-3 から図 5-6 は、因子得点による分類結果に基づく、事故類型別の事故経験率（当該事故

経験のある運転者の構成率）を示すものである。また、図 5-7 から図 5-10 は、成分得点による分

類結果に基づく、事故類型別の事故経験率を示すものである。 
前述のように、因子の場合は第１因子と第３因子で、成分の場合は第１成分で、違反歴の無い

者が低得点となっており、他の因子、成分では違反歴の無い者が中得点となっている。 
事故類型別の事故経験率をみると、基本的に、違反歴の無い者の事故経験率が低いため、前者

の３つのケースでは、高得点になるに従い経験率が高く、また、後者のケースでは、低得点ある

いは高得点の者の経験率が高くなっている。 
前者の指標を量的指標、後者の指標を質的指標と見なすとすると、質的指標については、高得

点と低得点のどちらがより経験率が高いか判別できるか否かで、指標としての有効性が高まると

考えられる。そこで、各図には、高得点と低得点の事故経験率に統計的に有意な差（有意水準５％。

実際にはそれよりも低い場合もある）があるものに“｝”印をつけている。 
因子得点を使うか、成分得点を使うかについては、今後検討する必要があるが、このよう得点

で運転者を分類し、それぞれの運転者が起こし易い事故類型を特定することや、分類結果に応じ

て注意すべき違反行為を特定することができれば、運転者教育の効果を高めると考えられる。 
因子分析によって抽出した４つの因子については、十分な解釈ができなかったが、４つの成分

については、表 4-5 に基づいて、便宜的に以下のような解釈ができた。 
  第１成分：量的指標  第２成分：故意性 
  第３成分：過失性   第４成分：飲酒 
そこで、図 5-8 から図 5-11 に対して、これらの成分に対する解釈に基づく説明を試みると以下

のようになる。 
図 5-8：量的指標である第１成分の特徴を反映し、高得点の者が高い事故経験率となる。 
図 5-9：故意性指標が低得点、つまり故意性の低い者は、認知ミスが原因となる追突：他（停
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止中車両への追突）の事故経験率が高くなる。 
図 5-10：過失性指標が低得点、つまり過失性の低い者は、人対車両事故の経験率が高くなる。 
図 5-11：飲酒指標が低得点、つまり飲酒運転でない者は、人対車両事故の経験率が高くなる。 
これらの解釈については議論の余地があるが、運転者の分類指標に、上記のような関連性があ

れば、より効果的な運転者教育が可能になると考えられる。 
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図 5-4 第１因子得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-5 第 2 因子得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-6 第３因子得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-7 第４因子得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-8 第１成分得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-9 第２成分得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-10 第３成分得点と事故類型別 事故経験率 
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図 5-11 第４成分得点と事故類型別 事故経験率 
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６ 今後の展開 
６．１ 運転者属性に基づく教育方法の提案のための体系的分析 

違反及び事故類型に基づく分類に関する今回の分析では、新たな観点からの分類方法を提案す

るとともに、事故類型別事故経験率を説明できる具体的分類方法を示すことができた。 
ただし、事故や違反との関係は、図 6-1 から図 6-2 に示すように、性別や年齢によって異なる

と考えられることから、今後は、性別、年齢を含め違反歴や事故歴に影響与える運転者属性以外

の要因を整理し、分析条件の体系化を図りながら、今回のような因子分析や主成分分析等（注）

を使って、効果的な運転者教育を行うための運転者の分類方法を検討することが必要と考えられ

る。 
 
注）因子分析では、各変数の分布が正規分布であることが求められているが、今回使用したデ

ータでは、違反回数や事故回数は正規分布となっていない。このために、表 5-2 等で示される説

明力が低くなった。今後は、データの変換等によって、分析の変換も含めて、分析手法を検討す

る必要もあると考えられる。 
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図 6-1 性別・年齢層別 事故類型別 運転者数（構成率） 
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図 6-2 性別・年齢層別 違反種別運転者数（構成率） 

 
具体的には、以下のような手順で作業を進める必要がある。 
① 違反及び事故に関する運転者モデルの検討 

  違反要因、事故要因と運転特性の関係 
② 運転者モデル検証のための分析 

  運転者属性、地域特性等を考慮した分析を体系的に実施する。 
③ 運転者属性に基づく教育方法の提案 

  運転者の分類方法の検討 
 



 53

６．２ 今後の分析 
開発システムを利用することで可能となる研究テーマは多岐にわたる。今後は、運転者教育の

高度化に資する研究テーマの体系化を図りながら、システム仕様の検討で考慮されたテーマ別の

分析を随時実施することが必要と考えられる。（表 6-1） 
 

表 6-1 分析例一覧 
(1)　特定の違反種別が多い運転者の特徴

以下の違反を繰り返す者を対象に、違反傾向と事故傾向の相関関係等を、運転者属性（年齢、性別、違
反経歴等）を考慮した分析。
○　飲酒運転常習者は、中年男性に多く、若者に少ないのか？
○　通行区分違反が多いものは、右左折事故を犯し易いのか？（前年度報告書の結果から）
○　駐車違反、飲酒違反は発生曜日、時間帯との関連が強く、日常の生活行動と関連すると考えられる
が、速度違反の発生曜日、時間帯に顕著な特徴はあるか？

(2)　特定の事故類型を複数回経験する運転者の特徴
年齢、性別、事故歴・他の違反歴と事故内容や事故間隔に関する分析。例えば、
○　飲酒運転事故の多発者に多い事故類型は？
○　高齢運転者は、人対車両事故や車両単独事故を繰り返すことが多いか？
○　追突事故が多い高齢者と、出会い頭事故が多い高齢者は、異なった特徴を持つか？

(3)　高齢運転者の事故･違反の特徴
高齢運転者の事故・違反傾向に関する分析。
○　加齢に伴って事故や違反の内容が変化するか？
○　長期間無事故・無違反であった者が犯す事故や違反の特徴は？
○　熟年ライダーの事故の特徴は？

(4)　初心運転者の事故･違反の特徴
免許取消経験のない初心運転者の分析。
○　始めて経験する事故や違反の特徴

(5)　免許取消経験者の特徴
免許再取得後の事故･違反の分析。
○　免許取得後に始めて経験する事故･違反までの期間（要注意期間）

 
 
 
６．３ 分析システムの改良 
今回の開発システムでは、検討した仕様の一部を満足したものとなっていない。今後は、それ

らを含めて、以下のようなシステムの改良が必要と考えられる。 
○ 交通事故統計原票の補充票及び高速票の抽出を可能とする。 
  （高速道路キロポスト単位での分析を可能とするため） 
○ 過去の運転者データを使った抽出も可能とする。 
  （過去の時点での、運転免許条件を考慮した分析を可能とするため） 
○ ハードウェアの高機能化を図る。 
  （大規模な一時データベースの構築を可能とする。現行では、約 4000 万を超える運転者を

対象とした一時データベースの構築が不能。） 
  （複数の一時データベースの構築を可能とする。現行は、１つのみ。） 
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７ まとめ 
７．１ 開発システム 
① 交通事故統計データと運転者データを統合して、運転者の違反歴･事故歴を考慮した分析を効

率的に行えるシステムを開発した。（３章） 
 開発システムを使うことで、７．２でまとめるように、新たな観点からの分析が可能となった。 
 特に、事故条件に関する抽出機能は、事故発生場所や事故類型に着目した分析を効率的に実施

出来たことからも有用性は高い。 
② 開発システムにはハードウェアによる制限はあるが、基本的には全運転免許保有者を対象と

した集計や、様々な抽出条件によるデータベース構築が可能であることを確認した。（４章） 
 ハードウェアの制約があり、4000 万人分を超える一時データベースを構築することは出来なか

ったが、条件を細分化することで、分析目的に応じた対象運転者を抽出することが可能であるこ

とを確認した。例えば、事故や違反を繰り返して起こす運転者の存在に関する分析（４.１.3）で

は、誕生年毎に一時データベースを構築し、処理可能な大きさのデータを抽出して作業を行った。 
 
７．２ 開発システムを使った分析事例 
開発システムを使用して行なった主な分析結果を以下にまとめる。 

 
（１）基本集計 
運転者データを対象とした分析の結果以下のことが分かった。 

○ 男性高齢者は、加齢に伴い違反は減少、事故は増加 
 違反を犯す運転者の構成率は加齢とともに低下するが、事故を経験する運転者の構成率は、加

齢とともに一時低下するがその後、男性では 45 歳前後から、女性では 70 歳前後から上昇する。 
高齢者では、違反を経験する者は少なくなるが、事故を経験する者は次第に多くなっており、

高齢運転者教育では、この点に留意する必要がある。 
○ 事故や違反を犯す前に運転免許証の返納を促す対策が必要 
高齢になると運転免許証を返納する者が増える。なお、数は少ないものの、75 歳を過ぎると事

故や違反をきっかけに返納する者の割合が増えており、このような状況になる前に運転免許証返

納を促す対策の必要性は高い。 
 

（２）運転者の事故歴･違反歴の集計 
運転者の事故歴や違反歴を対象とした分析結果を以下にまとめる。 

 
① 事故･違反多発者に関する分析 
事故の発生率は個人単位でみると非常に低いものであるが、その発生には何らかの傾向がみら

れる。一定期間に経験する事故や違反の回数別運転者数の分布（発生傾向）をみると、複数回の

事故や違反を経験する者の構成率は、ポアソン分布に従う（運転特性の影響を受けない）と仮定

した場合よりも高くなるものもあった。つまり、ある事故類型や違反種別を経験することには、

運転特性等の影響があると考えられる。 
○ 高い違反率の者が多い違反 
違反には、発生傾向がポアソン分布に従っていると見なせる違反と、ポアソン分布には従わず

に、違反回数が増えると相対的に違反者数が多くなる違反がある。前者には信号無視、通行禁止

違反、指定場所不停止、後者には駐車違反、最高速度違反、ベルト着用義務違反が挙げられる。 
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このような違反の特徴を考慮することで、交通安全教育の効果を高めることが可能になると考

えられる。 
○ 追突事故と出会い頭事故の発生傾向に差 
違反と同様のことが、事故についても確認された。 
交通事故の発生件数が多い、追突事故と出会い頭事故であるが、出会い頭事故に比べて追突事

故は、多数の事故経験する運転者数がポアソン分布で推計されるよりも多く、発生傾向はポアソ

ン分布から乖離していた。つまり、運転特性（道路交通への暴露度等）の影響を受け易いと考え

られ、追突事故の多発者には事故率を高くするような運転特性があると考えることもできる。 
このような事故の特徴を考慮することで、交通安全教育の効果を高めることが可能になると考

えられる。 
 
② 事故発生場所に着目した分析 
事故多発地点というものが存在するが、そこで発生する事故の原因には、道路環境要因による

ものだけでなく、道路環境要因と特定な運転特性の組合せによるものの可能性もある。そこで、

この問題を論じるために、開発システムを使い、特定の大規模交差点と、高速道路の多重事故を

対象に、事故発生場所と運転者の事故歴・違反歴の関係を分析した。 
その結果、以下のことが分かった。 
○ 大規模交差点の事故当事者の違反歴・事故歴 
大規模交差点を対象に、事故当事者となった運転者の事故歴や違反歴を調べた結果、対象とし

た大規模交差点の事故当事者と、比較対照とした他の交差点の事故当事者には、一部の違反歴や

事故歴に違いがあった。 
このような問題を議論するためには、比較対象場所の選択方法にも十分な検討が必要であるが、

今回の開発システムは、そのような検討に必要なデータベース構築を可能とするものである。 
○ 高速道路の多重事故当事者の事故歴・違反歴 
大規模交差点と同様に、高速道路における多重事故当事者の事故歴・違反歴を調べた結果、デ

ータ数が十分ではないが、多重事故を起こした運転者には、事故歴や違反歴に差があった。 
今後、データ数を増して分析を行うことで、多重事故防止対策の検討に有効な資料が得られる

と期待できる。 
 
③ 事故類型に着目した分析 
特定の事故類型の当事者となる者が、他の事故類型の当事者と異なる事故歴･違反歴を有するか

否かを分析した。その結果、以下のことが分かった。 
○ 追突：他（停止中車両への追突）の第１当事者と出会い頭の第１当事者の相違 
 経験回数別運転者数分布の違いが、男性運転者を対象とした①の分析だけでなく、様々な事故

類型の当事者を対象とした分析結果にも示された。 
2006 年中の追突：他（停止中車両への追突）と出会い頭事故の当事者の、過去の事故歴を分析

した結果、追突：他の第１当事者と出会い頭事故の第１当事者では、出会い頭事故の発生傾向に

は大きな差はないが、追突事故の第１当事者及び第２当事者となった発生傾向に違いがあり、追

突：他の第１当事者は、出会い頭事故の第１当事者に比べて、追突事故を経験する傾向が強いと

考えられる。 
○ 追突：進や追突：他の第２当事者になり易い者 

事故の第２当事者となることに特別な要因がなければ、一定期間の回数別運転者数の分布はポ
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アソン分布に近い分布になると考えられる。 
 しかし、追突：進（進行中車両への追突）の第２当事者だけでなく、追突：他（停止中車両へ

の追突）の第２当事者の発生傾向もポアソン分布に従ったものではなかった。つまり、運転特性

の影響が、第２当事者になることも影響していると考えられる。 
  
７．３ 事故歴･違反歴を考慮した運転者の分類 

異なった事故類型や違反種別に分類されるものであっても、その発生に共通な運転特性が関わ

る可能性がある。このような共通な運転特性を抽出することは、散発的に発生･経験する事故や違

反の種類に囚われずに、個々の運転者が持つ特性に応じた効果的な交通安全教育につながる。 
そこで、事故類型や違反種別の集約化（少ない指標を使って事故や違反の傾向を表現すること）

を図るため、ランダム抽出した男性運転者 3 万３千人の事故歴・違反歴を使って因子分析、主成

分分析を行った。その結果得られた事故類型や違反種別に関する因子や成分については、説明力

は低いものの、特定な事故類型の事故を起こし易いか否かの判定に利用できる可能性があること

が示された。（４．４） 
今回のデータは、男性を対象とした者であるが、年齢層については運転免許保有者全体の年齢

構成を考慮したものであり、若年者から高齢者までが混在したものである。一方、違反や事故特

性については、性別や年齢の影響も強いことから、今後、性別や年齢層等の個人属性や、地域差

等の影響要因を整理しながら、今回の手法を活用して、運転者の違反特性に応じた効果的な交通

安全教育に有効な分析を行うことが必要と考えられる。 
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